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　金融庁は2003年から「貯蓄から投資へ」（のちに「資産形
成へ」）をスローガンに掲げ、一人一人が資産形成を行うこ
とを目標に、様々な施策を講じてきました。2003年～
2013年には証券税制を優遇し、株式や投資信託等の配当
金・譲渡益に対して時限的に10％の軽減税率が適用されま
した。2014年には一般NISA、2018年にはつみたてNISA
の制度開始等、投資に対する税制優遇を行っていますが、
家計金融資産に対する現預金の割合は2000年53.9%に
対して2020年は53.7%と20年前と変わっておらず、米欧
レベルには距離がある状況が続いています（資料１）。

　 日本で資産形成が進まない背景の一つとして、金融に
関する知識不足が指摘されています。例えば、2019年に行
われた金融リテラシー調査の結果をみると、日本の金融知
識に関する正答率はOECD調査参加国の平均より低い状
況となっています。（資料２）。欧米等と比較すると教育課程
で投資や資産形成を学ぶ機会が殆どないことが、資産形成
に消極的な要因の一つとされています。
 そのような中で、日本でも10年ぶりに学習指導要領が改
訂され、金融経済教育に関わる項目が追加されました（資料
３）。2020年度に小学校、2021年度に中学校で全面実施さ
れている新学習指導要領では、買い物の仕組みや売買契
約、金銭管理といった内容が強化されています。2022年度
から始まる高校の新学習指導要領でも、株式や債券、投資
信託など主な金融商品のメリットやデメリットのほか、生涯
のライフプランやリスク管理など、将来に備えた資産形成
の重要性に踏み込んでいます。
 国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口

（2017年4月推計）」によると、日本の総人口は2053年に1
億人を割り込み9,924万人程度になると推計されていま
す。日本の人口減少と高齢化によって、社会保障制度の給
付と負担の在り方はさらに厳しくなっていきます。若い世代
への金融経済教育を通じ、資産形成の重要性の認知を促
進することで、どこまで行動変容を促せるか注目されます。

「貯蓄から投資（資産形成）へ」から約20年

金融経済教育で資産形成の重要性の認知を促進

資料3 新学習指導要領における金融や消費者教育に関
する主な内容

（出所）文部科学省「平成29年、30年改訂学習指導要領」より第一生命経済研究所作成

資料1 家計の金融資産構成（2000年度と2020年度比較）

(出所) 日本銀行調査統計局資料より第一生命経済研究所作成

資料2 金融知識に関する設問の正答率(％)

(出所) 金融広報中央委員会「金融リテラシー調査 2019年」より第一生命経済研究所作成
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